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災害に強い街づくりを総合的に推進するための指針です。 

 

 

 

 

 

 

１．指針の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．指針が対象とする内容 

本指針では、以下の２つの視点から、災害に強い街づくりの方向性を示します。 

Ⅰ ハード（施設の整備等）の側面からの防災街づくり 

Ⅱ 災害発生前の予防段階での防災街づくり 

 

３．計画期間 

計画期間は、平成 25 年度から平成 34 年度までの 10 年間です。 

港 区 防 災 街 づ く り 整 備 指 針 
概 要 版 

～みんなでつくろう、災害に強く、安全・安心な生活都心～ 

本指針は、防災上の課題に対応した市街地を形成する

ことで災害発生時の被害を低減し、影響を受けにくい都

市構造とするための目標や方針等の基本的な方向性を示

したものです。 

防災街づくり整備指針とは  ≪本編 2～8ページ≫ 

本指針は、「港区基本構想」、「港区基本計画」、「港区ま

ちづくりマスタープラン」等の上位計画と整合します。

「港区地域防災計画」や「港区震災復興マニュアル」と

連携して、災害に強い街づくりを総合的に推進します。

また、その方向性に沿った整備の取組を総合的に示し

ています。区・区民・事業者それぞれが、建築物の新築

時や大規模開発時等、防災性の向上に寄与する取組を行

う際の手引書として活用します。 

＜予防から復興までの防災街づくりに関する計画＞

「港区震災復興 

マニュアル」 
「港区防災街づくり 

整備指針」

「
港
区
ま
ち
づ
く
り
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
」

「港区地域 

防災計画」 

「港区防災対策基本条例」 
「
災
害
対
策
基
本
法
」 

＜総合的な防災対策＞ 

連携連携 

「港区基本構想」 

「港区基本計画」 
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１．災害リスクの考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
２．液状化・津波の危険性の評価 

 

 

 

（１）液状化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被害は、「自然災害」と、自然災害に対する「まちの

ぜい弱性（例えば、想定される震度に対して不十分と

なる耐震性等）」が重なった場合に発生すると考えられ

ます。 

港区の災害リスク  ≪本編 9～60，144～156 ページ≫ 

災害リスク情報のうち、液状化と津波については、東日本大震災での被災状

況を踏まえ、区にとって最悪となる条件を想定して、区独自のシミュレーシ

ョンを新たに行いました。 

液状化シミュレーションは、東京都内

の震度が大きくなると想定される地震の

うち、区内の震度が最大となる【東京湾

北部地震（M7.3）】を想定して実施しま

した。 

自然災害だけではなく、人口や土地利用、防災活動上の拠点施設等、被害の

発生に関連するまちの状況も考慮し、災害リスクを評価しています。 

凡例

液状化の可能性が高い地点が含まれるメッシュ

液状化の可能性がある地点が含まれるメッシュ

液状化の可能性が低いメッシュ

【液状化危険度マップについて】 

この液状化危険度マップは、液状化に

よる災害の発生や被害の範囲を決定

するものではありません。（液状化の

可能性が低いメッシュでも、液状化が

発生する場合があります。） 

敷地における地盤改良の取組は、反映

されていません。 

また、液状化による影響は、建築物の

基礎構造によって異なります。 

要注意！ 

地震、豪雨、津波、

高潮等の被害の 

きっかけとなる 

自然現象 

耐震性・オープンス

ペース・排水能力等

の不足、地下利用等

の自然災害に対する

もろさや弱さ 

被害 

自然災害 まちのぜい弱性
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（２）津波リスク 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ケース
防潮堤※・

水門・護岸

液状化による 

地盤沈下 

Ⅰ 機能する しない 

Ⅱ 機能する する 

Ⅲ 機能不全 しない 

Ⅳ 機能不全 する 

津波シミュレーションは、東京湾周辺で想定され

る地震のうち、最も津波の影響が大きくなる【元禄

型関東地震（M8.2）】を想定して実施しました。

また、シミュレーションは、右表に示す４ケース

を設定して実施しています。 

ケースⅣの「防潮堤等が機能不全となり、液状化

による地盤沈下が発生するケース」が最悪の条件と

なります。 
※防潮堤：台風等による大波や高潮、津波の被害を防ぐ堤防 

ケースⅢ ケースⅣ 

ケースⅡ ケースⅠ 

凡例

浸水深

0.00 - 0.15m未満

0.15 - 0.50m未満

0.50 - 0.80m未満

0.80 - 1.50m未満

1.50m以上

防潮堤

!! 水門
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３．災害リスクの状況を踏まえた課題 

◇地震時に、建物倒壊や延焼が拡大する可能性の高い区域、安定度の低い急傾斜地が一

部に存在しています。 

◇液状化の可能性が高い地点が含まれる区域が、沿岸部を中心に区内に広がっています。 

◇地震の際に津波による浸水が予測される区域が沿岸部に、また、大雨の際に浸水が予

測される区域が区内各所に広がっています。低地や地下空間等の水害に対してぜい弱

な箇所では、思わぬ被害が発生する可能性があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例

建物倒壊危険度４

不燃領域率70%未満

安定度の低い急傾斜地

液状化の可能性が高い地点が含まれるメッシュ

津波浸水予測区域

東海豪雨と同様の大雨による浸水深50cm以上

 【用語説明】 

■建物倒壊危険度：東京都の調査（H20）結果より。5 段階評価

で「5」が危険度が最も高い。区内では「4」が最高となる。

■不燃領域率：東京都の調査（H22）結果より。延焼性状の指標

で、70％未満の場合に、延焼の可能性があるとされる。 

■安定度の低い急傾斜地：区の調査（H23）結果より。 

■液状化の可能性が高い区域：区の調査（H24）結果より。 

■津波浸水予測区域：区の調査（H24）結果より。 

■大雨による浸水深：「港区浸水ハザードマップ」（H21）より。

東海豪雨（総雨量 589mm，時間最大雨量 114mm）と同様の雨が港区全域

に降った場合に想定される浸水深。 
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基本理念は、以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

みんなでつくろう、災害に強く、安全・安心な生活都心

防災街づくりの基本的な考え方 ≪本編 61～62 ページ≫ 

区内で想定される災害リスクを踏まえ、人命に関わる被害リスクに対応する施策を「重

点施策」、発生頻度が高い災害に対応する施策や生活都心としての都市機能を維持するた

めの施策を「優先施策」として、防災街づくりの施策を整理しました。 

・車道空洞調査 

道路の下の空洞

の有無を、地中レ

ーダー等を活用

して調査します。 

【実施している施策の一部】 【今後、実施する施策の一部】 

・揺れやすさマップの作成 

・液状化マップの作成 

・津波ハザードマップの作成

各種ハザードマップを作成・

配布し、耐震化や液状化、津

波対策の推進に向けた意識啓

発等に役立てます。 

・細街路の拡幅整備等 

災害時の避難や救助活動等のための道路機能を確保するた

め、幅員 4m 未満の道路（細街路）を対象に、拡幅の取組

を進めます。 

・耐震診断・耐震改修工事助成 

耐震診断や

耐震改修工

事の費用の

一部を助成

します。 

・海抜標示板の設置 

マップ作成や海抜標示板

の設置による情報提供を

通して、津波到来時の被

害の低減を図ります。 

・橋りょうの耐震化 

橋りょうの

耐震化を進

めます。 

・都市計画道路の整備 

未整備の都

市計画道路

の整備を進

めます。 

・歩道の安全点検、放置自転車撤去 

避難所へのアク

セス路等、歩道の

安全性の確保を

図ります。 

・電線類地中化整備 

共同溝等に

より、電線

類の地中化

と無電柱化

を 進 め ま

す。 

 

１）水害発生の防止に向けた街の形成 

 

２）水害による被害が発生しにくい街の形成 

 

３）水害時の避難関連施設の確保と機能向上 

（２）水害に強い街づくり  

１）地震時の被害を低減させる街の形成 

２）地震リスクに対応した都市施設の安全性の向上 

３）地震時の避難関連施設の確保と機能向上 

４）地震時の帰宅困難者への対応 

５）津波による被害が発生しにくい街の形成 

（１）地震災害に強い街づくり 

【施策の項目】 

拡幅前 

拡幅後 

防災街づくりの施策  ≪本編 63～83 ページ≫ 

区・区民・事業者が連携して、

安全で安心して暮らせる街

づくりを進めます 

生活都心として、災害時にも

都市活動の維持を図ります 

地震災害にも水害にも

強い街を形成します 
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１．地区別構想策定の目的 

 

 

 

 

 

２．地区別構想策定の地区区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．地区別構想の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区区分は、以下の 10 地区としています。 

【芝・三田周辺地区】，【新橋・浜松町周辺地区】， 

【麻布周辺地区】，【六本木周辺地区】，【赤坂周辺地区】， 

【青山周辺地区】，【白金周辺地区】，【高輪周辺地区】， 

【芝浦港南周辺地区】，【台場地区】 

防災街づくりの地区別構想  ≪本編 84～138 ページ≫ 

地区によって異なる防災街づくり上の特性を踏まえた取組を進めること、

また、区・区民・事業者のそれぞれが同じ目的意識で街づくりに参加する

ことが大切と考え、地区別に目指すべき防災街づくりの方針や、その実現

に向けた施策をまとめました。 

地区別構想では、各地区の防災街

づくり上の課題等から【地区の目

標】を設定しています。 

また、課題への対応に必要となる

施策を整理しています。 

施策は、重要度を整理し、地区の

防災街づくり上の特性を踏まえ、

【特に重点的な実施が必要となる

施策】を位置付け、区・区民・事業

者別に整理しています。 

次ページ以降に、各地区の地区別

構想図を示します。 

地区別構想図の凡例 

■黒色の施策：区・区民・事業者による取組 

■橙色の施策：区による取組 

■青色の施策：区民・事業者による取組 

【施策の役割分担の凡例】 

【施策の重要度の凡例】 

緊 ：緊急性が高い：人命の保護に関わる施策 

急 ：早急に実施 ：発生頻度が高いリスクへの施策 

重 ：重要    ：都市機能の維持に関する施策 

：地区内で特に重点的な実施が必要な施策 

建物倒壊危険度４

不燃領域率70%未満

安定度の低い急傾斜地

液状化の可能性が高い地点が含まれる

津波浸水予測区域

東海豪雨と同様の大雨による浸水深50cm以上

!! 避難所

広域避難場所

都市公園・1000㎡以上の児童遊園

町丁目界

地区の境界

幅員12m以上の道路
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② 新橋・浜松町周辺地区 

目標：環状２号線の整備を契機とした防災力向上と災害時の防災対応機能の確保を図ります。

 
・オープンスペースの確保 
・街区の更新等による建築物の耐
震化・不燃化 

■街区の更新 緊 

 
・津波リスクの周知、対策の普及・
啓発 

・海抜標示板の設置 
・津波避難ビルの指定 
・電気設備の上層階への設置 
・土のうの配備 

■津波対策 緊 

 
・帰宅困難者用の一時受入れ場
所の確保 

・備蓄物資の保管場所の確保 
・平時から放置自転車や路上の置
き看板の除去等、安全な道路空
間の確保 

・帰宅困難者の海上・水上輸送の
要請（竹芝ふ頭） 

■帰宅困難者対策 急 

① 芝・三田周辺地区 

目標：地震時の帰宅困難者対策や津波、都市型水害への対応を図ります。 

防災街づくりに関する 

その他の施策 

■建築物の耐震化 緊

■護岸の整備 

■がけ・よう壁の対策 緊

■工作物の対策 緊

■浸水対策 緊

■高層建築物の対策 急

■液状化対策 急

■細街路の拡幅 重

凡例

環状２号線（平成25年度完成予定）

防災街づくりに関する 

その他の施策 

■液状化対策 

■高層建築物の対策

■細街路の拡幅 

■がけ・よう壁の対策

■道路の整備 

緊

■護岸の整備 

■沿道建築物の耐震化 重

重

急

急

重

竹芝ふ頭 

■防潮施設の整備 

 
・アンダーパスでの情報板の設置 
・防水板の設置 
・電気設備の上層階への設置 
・土のうの配備 

■浸水対策 緊 

 
 
・津波リスクの周知、対策の普
及・啓発 

・海抜標示板の設置 
・津波避難ビルの指定 
・電気設備の上層階への設置 
・土のうの配備 

■津波対策 緊 

 
・帰宅困難者用の一時受入れ場所の確保 
・備蓄物資の保管場所の確保 
・平時から放置自転車や路上の置き看板
の除去等、安全な道路空間の確保 

■帰宅困難者対策 急 
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③ 麻布周辺地区 

④ 六本木周辺地区 

目標：避難経路の確保により、安全性の更なる向上を図ります。

目標：観光客等を念頭においた帰宅困難者対策と広域的な交通ネットワークの構築を図ります。

 
・斜面の改修・保護 
（特に緊急輸送道路沿道の安定
度の低い急傾斜地） 

■がけ・よう壁の対策 緊 

 
・小山橋の耐震化 

■橋りょうの耐震化 緊 

 
・都市計画道路の早期整備の要請 

■道路の整備 重 

 
・耐震化に関する助成の実施 
・耐震診断・耐震改修の実施 

■沿道建築物の耐震化 重

 
・帰宅困難者用の一時受入れ場所
の確保 

・備蓄物資の保管場所の確保 
・平時から放置自転車や張り出し看
板の除去等、安全な道路空間の
確保 

■帰宅困難者対策 急 

 
・五之橋の耐震化 

■橋りょうの耐震化 緊 

 
・斜面の改修・保護 

■がけ・よう壁の対策 緊 

 
・アクセス路の拡幅整備（補助７号線等） 
・アクセス路の電線共同溝整備 

■広域避難場所のアクセス路確保 重 

 
・細街路の拡幅整備 

■細街路の拡幅 重 

防災街づくりに関する 

その他の施策 

■浸水対策 緊

■液状化対策 急

■細街路の拡幅 重

■護岸の整備 

防災街づくりに関する 

その他の施策 

■浸水対策 緊

■液状化対策 急

■護岸の整備 

五之橋 

補助 7号線 

小山橋 
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⑤ 赤坂周辺地区 

⑥ 青山周辺地区 

目標：地下空間での浸水被害の低減を図ります。

目標：細街路の拡幅によるリスクの低減により安全性の向上を図ります。 

 
・細街路の拡幅整備 

■細街路の拡幅 重 

 
・浸水リスクの周知、対策の普及・
啓発 

・防水板の設置 
・電気設備の上層階への設置 
・土のうの配備 

■浸水対策 緊 

 
・耐震化に関する助成の実施 
・耐震診断・耐震改修の実施 

■沿道建築物の耐震化 重

凡例

地階を有する建築物

!! アンダーパス

凡例

細街路（幅員4m未満）

防災街づくりに関する 

その他の施策 

■がけ・よう壁の対策 緊

■帰宅困難者対策 急

■液状化対策 急

■高層建築物の対策 急

■細街路の拡幅 重

防災街づくりに関する 

その他の施策 

■浸水対策 緊

■沿道建築物の耐震化 重

■道路の整備 重

■液状化対策 急
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⑦ 白金周辺地区 

⑧ 高輪周辺地区 

目標：延焼拡大と建物倒壊の危険度の低減を図ります。

目標：建物倒壊と延焼拡大の危険度の低減を図ります。

 
・建築物の不燃化 
・都市計画道路補助 11 号の早期
拡幅の要請 

・消火用水の確保 

■建築物の不燃化 緊 

 
・建築物の耐震化 
・耐震化に関する助成の実施 
・耐震診断・耐震改修の実施 

■建築物の耐震化 緊 

 
・浸水リスクの周知、対策の普及・
啓発 

・防水板の設置 
・電気設備の上層階への設置 
・土のうの配備 

■浸水対策 緊 

防災街づくりに関する 

その他の施策 

■液状化対策 

■道路の整備 重

■護岸の整備 

急

防災街づくりに関する 

その他の施策 

■がけ・よう壁の対策 緊

■護岸の整備 

■細街路の拡幅 重

■道路の整備 重

補助 11号線 

 
・建築物の耐震化 
・耐震化に関する助成の実施 
・耐震診断・耐震改修の実施 

■建築物の耐震化 緊 

 
・建築物の不燃化 
・消火用水の確保 

■建築物の不燃化 緊 

 
・浸水リスクの周知、対策の普及・
啓発 

・防水板の設置 
・電気設備の上層階への設置 
・土のうの配備 

■浸水対策 緊 

 
・細街路の拡幅整備 

■細街路の拡幅 重 
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⑨ 芝浦港南周辺地区 

⑩ 台場地区 

目標：津波・液状化対策を中心に、高層建築物の特性の活用と特有の課題の解決を図ります。

目標：台場地区の立地特性や観光客が多いという地域特性に対応した防災への取組を推進します。

 
・津波リスクの周知、対策の普及・
啓発 

・海抜標示板の設置 
・津波避難ビルの指定 
・電気設備の上層階への設置 
・土のうの配備 

■津波対策 緊 

防災街づくりに関する 

その他の施策 

■津波対策 

急■高層建築物の対策 

■防潮施設の整備 

緊

 
・地盤改良等の対策 
・液状化リスクの周知 
・対策の普及・啓発 

■液状化対策 急 

防災街づくりに関する 

その他の施策 

■橋りょうの耐震化 緊

■浸水対策 緊

■沿道建築物の耐震化 重

■防潮施設の整備 

 
・帰宅困難者等のための一時受入れ場所の確保 
・海上輸送の検討の要請 

■交通途絶時の対応 急 

 
・家具転倒防止 
・エレベーターの耐震化 
・備蓄、ライフライン機能の確保 
・避難空間の確保 

■高層建築物の対策 急 

 
・地盤改良等の対策 
・液状化リスクの周知 
・対策の普及・啓発 

■液状化対策 急 



12 

 

 

災害に強い街を実現するためには、区、区民、事業者の三者が相互

に連携・協力して取組を進めることが大切です。 

 

１．区・区民・事業者の役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．自助・共助・公助に基づいた防災街づくりの推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自助・共助・公助の取組をそれぞれが

実施すること、さらに、相互に連携する

ことが大切です。 
 

■自助：自分でできることに主体的に取

り組むこと 
 

■共助：自分一人では実施が困難なこと

に、周辺や地域が協力して取り

組むこと 
 

■公助：行政機関等が、地域の防災街づ

くりの支援を行うこと 

「港区防災街づくり整備指針」に関するお問い合せ先 
港区 街づくり支援部 都市計画課 
〒105-8511 港区芝公園 1 丁目 5 番 25 号  電話：03-3578-2111（代表） 
 

港区防災街づくり整備指針（本編）は港区ホームページでご覧になれます。 

http://www.city.minato.tokyo.jp/ 

刊行物発行番号 24215-5011

自然災害 

三者が一体となって自然災害に対峙 

事業者の役割 
 

・開発事業での防災機能の向上 

・事業所の耐震化・不燃化 

・雨水浸透・貯留施設の設置 

・什器の転倒防止 

・従業員の一斉帰宅の抑制 

・帰宅困難者のための備蓄 

確保、スペース提供  等 

区民の役割 

・防災知識・技術の習得 

・建築物の耐震化・不燃化 

・雨水浸透・貯留施設の設置 

・家具の転倒防止 

・飲料水、食料等の備蓄  等 

区の役割 
・国、都、他区、防災関係機関等と 

の連絡調整 

・区民、事業者等への情報提供 

・区民、事業者等による取組への支 

援、誘導 

・防災施設の災害対応能力向上 

・職員の防災知識・技術の習得 等 

区・区民・事業者による相互の連携・協力 

地地地域域域全全全体体体ででで取取取りりり組組組むむむ防防防災災災街街街づづづくくくりりり   

防災街づくりの進め方  ≪本編 139～143 ページ≫ 

区 民 事業者

区 

自助・共助 自助・共助

公助 
支援 支援 

連携・協力 


